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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２９年２月７日（平成２９年（行情）諮問第４６号ないし同第４

８号） 

答申日：平成２９年１１月２９日（平成２９年度（行情）答申第３５１号ない

し同第３５３号） 

事件名：「我が国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行

う外国軍艦への対処について」に関して行政文書ファイル等につづ

られた文書の一部開示決定に関する件 

    「離島等に対する武装集団による不法上陸等事案に対する政府の対処

について」に関して行政文書ファイル等につづられた文書の一部開

示決定に関する件 

「公海上で我が国の民間船舶に対し侵害行為を行う外国船舶を自衛

隊の船舶等が認知した場合における当該侵害行為への対処につい

て」に関して行政文書ファイル等につづられた文書の一部開示決定

に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１に掲げる本件請求文書１ないし本件請求文書３（以下，併せて

「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙２に掲げる６０文書

（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開示とした各

決定については，本件対象文書の一部を不開示としたことは妥当であるが，

我が国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行う外国

軍艦への対処についての連携要領の一部改正に関する文書等を対象として，

改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

  行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年１２月４日付け防官文第１

９１３１号，同日付け防官文第１９１３２号及び同日付け防官文第１９１

３３号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行っ

た一部開示決定（以下，順に「原処分１」ないし「原処分３」といい，併

せて「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

 （１）異議申立書 

ア 他にも文書が存在するものと思われる。 
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     国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，

当該行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件にお

ける国の主張）である。 

     そこで本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の

電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるもので

ある。 

     また特定された文書は国会用想定問答だけであるが，他に具体的取

組に関する文書があるはずである。 

イ 履歴情報の特定を求める。 

    本件開示決定通知からは不明であるので，履歴情報が特定されてい

なければ，改めてその特定を求めるものである。 

ウ 特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写して

いるか確認を求める。 

    平成２２年度（行情）答申第５３８号で明らかになったように，電

子ファイルを紙に出力する際に，当該ファイル形式では保存されてい

る情報が印刷されない場合が起こり得る。 

これと同様に当該ファイル形式を他のファイル形式に変換する場合 

にも，変換先のファイル形式に情報が移行しない場合が設定等によ

り技術的に起こり得るのである。 

本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写の交付が行われ

ている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写には欠落して

いる可能性がある。そのため，特定されたＰＤＦファイルが本件対

象文書の全ての内容を複写しているか確認を求めるものである。 

   エ 「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日

付け防官文第４６３９号）についても特定を求める。 

平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対

象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法

に反するので，本件対象文書に当該情報が存在するなら，改めてそ

の特定と開示・不開示の判断を改めて求めるものである。 

オ 一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

（２）意見書 

ア 総務省の法解釈に従えば，開示請求時の電磁的記録形式で文書が特

定・開示されなければならない。 

本件異議申立てと同様の，開示請求時に行政機関が保有する電磁的

記録形式で文書を特定すべしとの異議申立てに対して，法の所管官

庁である総務省は，Ｗｏｒｄ形式で保有する文書を特定し，開示す
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るとの決定を行っている。 

これが法の正しい解釈であり，諮問庁は独善的な法解釈を改め，所

管官庁の解釈に従って文書の特定・開示を行うべきである。 

また処分庁も過去における開示決定（平成２５年１２月２５日付け

防官文第１７１１９号）でＷｏｒｄファイルを特定・明示している

ので，特定・開示において何ら支障は生じないはずである。 

イ 処分庁では変更履歴情報等が存在しても開示対象と扱わずに処分を

行っている。 

  諮問庁は理由説明書で，本件対象文書の履歴情報等について「防衛

省において業務上必要なものとして利用又は保存されている状態にな

く」と主張している。 

  ところが平成２８年７月１日付け書状及び同年７月１５日付け書状

によれば，開示実施の担当窓口では，変更履歴情報等について付随を

避ける措置を施した上で，複写の交付を行っていると説明している。 

  この説明によれば，処分庁は変更履歴情報等が存在しても開示対象

と扱わずに開示決定等を行っているのである。 

  本状から推測するに，おそらく開示実施を直接担当している職員は，

変更履歴情報等が開示対象になり得るという事実を知らずに開示実施

を遂行しているものと思料される。 

    そこで改めて変更履歴情報等の有無を確認するとともに，その情報

について開示決定等をやり直すべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）経緯 

本件開示請求は，それぞれ本件請求文書１ないし本件請求文書３の開

示を求めるものであり，これに該当する行政文書として本件対象文書を

特定した。 

本件対象文書については，法９条１項の規定に基づき，平成２７年１

２月４日付け防官文第１９１３１号，同日付け防官文第１９１３２号及

び同日付け防官文第１９１３３号によりそれぞれ一部開示決定（原処分

１ないし原処分３）を行った。 

なお，本件開示請求書中の「２０１５．５．１８－本本Ｂ２３６」，

「２０１５．５．１８－本本Ｂ２３７」及び「２０１５．５．１８－本

本Ｂ２３８」とは，それぞれ平成２７年５月１８日付けで受理した「「

我が国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行う外

国軍艦への対処について」（２０１５年５月１４日 閣議決定）に関し

て，その業務のために行政文書ファイル等に綴られた文書の全て。＊電

磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含む。」，「「離島等に対す
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る武装集団による不法上陸等事案に対する政府の対処について」（２０

１５年５月１４日 閣議決定）に関して，その業務のために行政文書フ

ァイル等に綴られた文書の全て。＊電磁的記録が存在する場合，その履

歴情報も含む。」及び「「公海上で我が国の民間船舶に対し侵害行為を

行う外国船舶を自衛隊の船舶等が認知した場合における当該侵害行為へ

の対処について」（２０１５年５月１４日 閣議決定）に関して，その

業務のために行政文書ファイル等に綴られた文書の全て。＊電磁的記録

が存在する場合，その履歴情報も含む。」（以下，３件の閣議決定を併

せて「本件閣議決定」という。）との別件開示請求（以下，併せて「前

回開示請求」という。）であることから，本件開示請求においては，本

件閣議決定に関して，同月１９日以後に作成又は取得した行政文書を特

定した。 

（２）法第５条該当性について 

文書２，５，６，９，１５，１７，１９，２１，２６，２８，３８，

３９，４１，４７，４９，５０，５５及び５７の文書中，自宅及び携帯

電話番号については，個人に関する情報であって，特定の個人を識別す

ることができ，又は特定の個人を識別することはできないが，公にする

ことにより，なお個人の権利利益を害するおそれがあることから，法５

条１号に該当するとともに，役所電話番号については，これを公にする

ことにより，いたずらや偽計等に使用され，国の機関が必要とする際の

緊急の連絡や部外との連絡に支障を及ぼすなど，国の機関の事務の適切

な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，同条６号に該当するため

不開示とした。 

なお，文書５９については，法５条１号及び６号に該当するとして不

開示としていたが，改めて同条の該当性を精査したところ，同条１号及

び６号には該当していないことから，平成２９年２月３日付け防官文第

１２５６号，同日付け防官文第１２５７号及び同日付け防官文第１２５

８号によりそれぞれ変更の開示決定を行った。 

（３）異議申立人の主張について 

ア 異議申立人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張

し，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁

的記録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，原

処分において特定した本件対象文書の電磁的記録は，ＰＤＦファイル

形式とは異なるいわゆる文書作成ソフトである。 

なお，異議申立人は処分庁が原処分における行政文書開示決定通知

書においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのように述

べるが，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録の形式ま

で明示しなければならないことを義務付けるような趣旨の規定はない
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ことから，原処分においては「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の

形式まで明示していない。 

イ 異議申立人は，「特定された文書は国会用想定問答だけであるが，

他に具体的取組に関する文書があるはずである。」として，本件対象

文書のほかにも本件開示請求に該当する文書の特定を求めるが，本件

対象文書のほかに本件開示請求に該当する文書は保有していない。 

ウ 異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本

件対象文書の履歴情報についても特定するよう求めるとともに，「平

成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対象文

書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に反す

る」として，「本件対象文書の内容と関わりのない情報」についても

特定し，開示・不開示を判断するよう求めるが，本件対象文書の履歴

情報やプロパティ情報等については，いずれも防衛省において業務上

必要なものとして利用又は保存されている状態になく，法２条２項の

行政文書に該当しないため，本件開示請求に対して特定し，開示・不

開示の判断を行う必要はない。 

エ 異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複

写の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複

写には欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファ

イルが本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認をするよう求

めるが，開示請求者から開示の実施の申出がなされていないことから

開示の実施は行われておらず，したがって複写の交付も行われていな

い。 

オ 異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分に

ついては開示すべきである。」として，一部に対する不開示決定の取

消しを求めたため，上記２のとおり，法５条該当性を十分に精査した

結果，文書５９については，同条の該当性がないことから，変更の決

定を行い，それ以外の本件対象文書はその一部が同条１号及び６号に

該当することから当該部分を不開示としたものであり，その他の部分

については開示している。 

カ 以上のことから，文書５９については，変更の開示決定を行ったが，

それ以外の異議申立人の主張にはいずれも理由がなく，原処分を維持

することが妥当である。 

 ２ 補充理由説明書 

文書２，５，６，９，１５，１７，１９，２１，２６，２８，３８，３

９，４１，４７，４９，５０，５５及び５７の不開示部分のうち，携帯電

話番号については，個人に関する情報であって，特定の個人を識別するこ

とができることから，法５条１号に該当するため不開示としたが，当該部
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分は，政府関係者の公用の携帯電話番号であり，これを公にすることによ

り，いたずらや偽計等に使用され，国の機関が必要とする際の緊急の連絡

や部外との連絡に支障を及ぼすなど，国の機関の事務の適切な遂行に支障

を及ぼすおそれもあることから，同条６号の不開示事由を追加する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

   ① 平成２９年２月７日  諮問の受理（平成２９年（行情）諮問第４ 

６号ないし同第４８号） 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月２７日      審議（同上） 

   ④ 同年３月１０日    異議申立人から意見書を収受（同上） 

    ⑤ 同年１１月２日    諮問庁から補充理由説明書を収受（同上） 

⑥ 同月１４日      本件対象文書の見分及び審議（同上） 

⑦ 同月２７日      平成２９年（行情）諮問第４６号ないし同

第４８号の併合及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，文書１ないし文書６０の６０文書であり，処分庁は，

その一部を法５条１号及び６号に該当するとして不開示とする原処分を行

った。 

これに対し，異議申立人は，他の文書の特定及び原処分の取消しを求め

ており，諮問庁（処分庁）は，当初の不開示部分のうち文書５９について

は開示するとする変更決定を行った上で，当該部分以外の部分（以下「不

開示維持部分」という。）については，原処分を維持することが妥当とし

ていることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書

の特定の妥当性及び不開示維持部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

  本件開示請求は，前回開示請求から本件開示請求までの間に，本件閣議

決定に関して作成又は取得され，行政文書ファイル等につづられた全ての

文書の開示を求めているものと解されるところ，本件対象文書は，国会用

想定問答のみである。そこで，その外にも当該期間中に本件閣議決定に基

づく具体的取組を行うに当たって作成又は取得された文書等を保有してい

ないか，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁か

ら，我が国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行う

外国軍艦への対処についての連携要領の一部改正に関する文書等を保有し

ているとの説明があった。 

  したがって，防衛省において，本件請求文書に該当する文書として，我
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が国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行う外国軍

艦への対処についての連携要領の一部改正に関する文書等を保有している

と認められるので，これを対象として改めて開示決定等をすべきである。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）国の機関の非公表の電話番号等について 

    不開示維持部分では，国の機関の非公表の電話番号及び政府関係者の

公用の携帯電話番号が不開示とされている。 

当該部分は，これを公にすることにより，緊急用及び部外との連絡用

の連絡先が明らかとなって，いたずらや偽計等に使用されることにより，

国の機関が必要とする際の緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，

国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる

ので，法５条６号柱書きに該当し，同条１号について判断するまでもな

く，不開示としたことは妥当である。 

（２）政府関係者の自宅の電話番号について 

    不開示維持部分では，政府関係者の自宅の電話番号が不開示とされて

いる。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別することができるものに該当し，同号ただし書イないしハ

に該当する事情も認められず，さらに，個人識別部分に該当すると認め

られることから，法６条２項による部分開示の余地はなく，不開示とし

たことは妥当である。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

  異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件各一部開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号及び６号に該当するとして不開示とした各決定

については，不開示とされた部分は，同条１号及び６号柱書きに該当する

と認められるので，不開示としたことは妥当であるが，防衛省において，

本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書として我が国の

領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行う外国軍艦への

対処についての連携要領の一部改正に関する文書等を保有していると認め

られるので，これを対象として，改めて開示決定等をすべきであると判断

した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

本件請求文書１ ２０１５．５．１８－本本Ｂ２３６で特定された後に「我が

国の領海及び内水で国際法上の無害通航に該当しない航行を行

う外国軍艦への対処について」（２０１５年５月１４日 閣議

決定）に関して，その業務のために行政文書ファイル等につづ

られた文書の全て。＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情

報も含む。 

本件請求文書２ ２０１５．５．１８－本本Ｂ２３７で特定された後に「離島

等に対する武装集団による不法上陸等事案に対する政府の対処

について」（２０１５年５月１４日 閣議決定）に関して，そ

の業務のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て。

＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含む。 

本件請求文書３ ２０１５．５．１８－本本Ｂ２３８で特定された後に「公海

上で我が国の民間船舶に対し侵害行為を行う外国船舶を自衛隊

の船舶等が認知した場合における当該侵害行為への対処につい

て」（２０１５年５月１４日 閣議決定）に関して，その業務

のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て。＊電磁

的記録が存在する場合，その履歴情報も含む。 



 

 9 

別紙２ 

 

文書１  （大臣用）２７．５．１９（火） 参・外防委 北村経夫君（自） 

問４ 

文書２  五月二十六日 衆・本会議 枝野幸男君（民主） 想定問一 

文書３  （大臣用）２７．５．２７（水） 衆・平和安全特委 柿沢未途（

維） 想定問８ 

文書４  （大臣用）２７．５．２７（水） 衆・平和安全特委 柿沢未途君

（維） 想定問９ 

文書５  五月二十七日 衆・平和安全特委 柿沢未途君（維新） 想定問４ 

文書６  五月二十七日 衆・平和安全特委 柿沢未途君（維新） 想定問５ 

文書７  （大臣用）２７．５．２８（木） 衆・平和安全特委 長島昭久君

（民） 想定問５ 

文書８  （大臣用）２７．５．２８（木） 衆・平和安全特委 後藤祐一君

（民） 想定問７ 

文書９  五月二十八日 衆・平和安全特委 長島昭久君（民主） 想定問二 

文書１０ （大臣用）２７．６．１２（金） 衆・平和安全特委 河野正美君

（維） 問６（１） 

文書１１ （大臣用）２７．６．１２（金） 衆・平和安全特委 河野正美君

（維） 問６（２） 

文書１２ （大臣用）２７．６．１２（水） 衆・平和安全特委 河野正美君

（維） 問６（５） 

文書１３ （大臣用）２７．６．１７（水） 衆・平和安全特委 小沢鋭仁君

（維） 想定問１  

文書１４ （大臣用）２７．６．２６（金） 衆・平和安全特委 井坂信彦君

（維） 問６ 

文書１５ 六月二十六日 衆・平和安全特委 井坂信彦君（維新） 問六 

文書１６ （大臣用）２７．６．２６（金） 衆・平和安全特委 木下智彦君

（維） 問５ 

文書１７ 六月二十六日 衆・平和安全特委 木下智彦君（維新） 想定問三 

文書１８ （大臣用）２７．７．３（金） 衆・平和安全特委 柿沢未途君（

維） 問３ 

文書１９ 七月三日 衆・平和安全特委 柿沢未途君（維新） 想定問五 

文書２０ （大臣用）２７．７．３（金） 衆・平和安全特委 丸山穂高君（

維） 問３ 

文書２１ 七月三日 衆・平和安全特委 丸山穂高君（維新） 問三 

文書２２ （大臣用）２７．７．３（金） 衆・平和安全特委 長島昭久君（

民） 想定問８ 
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文書２３ （大臣用）２７．７．８（水） 衆・平和安全特委 重徳和彦君（

維） 問８ 

文書２４ （大臣用）２７．７．８（水） 衆・平和安全特委 篠原豪君（維） 

問１２ 

文書２５ （大臣用）２７．７．１０（金） 衆・平和安全特委 上田勇君（

公明） 問１ 

文書２６ 七月十日 衆・平和安全特委 上田勇君（公明） 問一 

文書２７ （大臣用）２７．７．１０（金） 衆・平和安全特委 長島昭久君

（民主） 想定問２ 

文書２８ 七月十日 衆・平和安全特委 長島昭久君（民主） 想定問二 

文書２９ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問１（１） 

文書３０ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問１（２） 

文書３１ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維） 問１（３） 

文書３２ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問１（４） 

文書３３ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問１（５） 

文書３４ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問３ 

文書３５ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問４（１） 

文書３６ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問４（３） 

文書３７ （大臣用）２７．７．１３（月） 衆・平和安全特委 水戸将史君

（維新） 問６ 

文書３８ 七月二十七日 参・本会議 小野次郎君（維新） 問十五 

文書３９ 七月二十八日 参・平和安全特委 大野元裕君（民主） 問四 

文書４０ （大臣用）２７．７．２８（火） 参・平和安全特委 大野元裕君

（民） 問４ 

文書４１ 七月二十九日 参・平和安全特委 片山虎之助君（維新） 問六 

文書４２ （大臣用）２７．７．２９（水） 参・平和安全特委 片山虎之助

君（維） 問６ 

文書４３ （大臣用）２７．８．１１（火） 参・平和安全特委 柴田巧君（

維） 問４ 
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文書４４ （大臣用）２７．８．１１（火） 参・平和安全特委 柴田巧君（

維） 問５ 

文書４５ （大臣用）２７．８．１９（水）（午後） 参・平和安全特委 大

野元裕君（民） 問２ 

文書４６ （大臣用）２７．８．１９（水）（午後） 参・平和安全特委 東

徹君（維） 問４ 

文書４７ 八月二十一日 参・平和安全特委 清水貴之君（維新） 想定問四 

文書４８ （大臣用）２７．８．２１（金） 参・平和安全特委 清水貴之君

（維） 問５ 

文書４９ 九月十四日 参・平和安全特委 佐藤正久君（自民） 問五 

文書５０ 九月十四日 参・平和安全特委 佐藤正久君（自民） 問八 

文書５１ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 佐藤正久君

（自） 問１１ 

文書５２ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 佐藤正久君

（自） 問２１ 

文書５３ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 佐藤正久君

（自） 問２３ 

文書５４ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 佐藤正久君

（自） 問２４ 

文書５５ 九月十四日 参・平和安全特委 大塚耕平君（民主） 想定問四 

文書５６ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 大塚耕平君

（民） 想定問４ 

文書５７ 九月十四日 参・平和安全特委 片山虎之助君（維新） 問九 

文書５８ （大臣用）２７．９．１４（月） 参・平和安全特委 片山虎之助

君（維） 問８ 

文書５９ 九月十六日 参・平和安全特委 東徹君 想定問四 

文書６０ （大臣用）２７．９．１６（水） 参・平和安全特委 東徹君

（維） 想定問５ 


